
消費支出合計

10,083,408 千円

事業内容 結果・備考等 予算 実績 差異
 （単位：百万円）平成 1 9 年 度 事 業 報 告 書（ 主な内 容 ）

①外国語学部
　1）キャリア教育の推進
　　　ドイツ語学科：インターンシップ
　　　英 語 学 科：就職支援
　　　フランス語学科：就職支援講演会
　2）新学科構想

②経済学部
　フレッシュマン・キャリアデザインプロ
グラムおよび「教育データベース」の
構築・更新管理
③法学部
　新学科「総合政策学科」開設準備
④法科大学院
　法科大学院認証評価　
1）「地域と子どもリーガルサービスセン
ター」の開設

2）「地域総合研究所」、「環境共生研究
所」の設立

1）天野貞祐記念館を中心とした学生
サービスの充実、強化

2）獨協大学父母の会（仮称）設立準備

3）寄付金募集
1）教室棟の耐震補強等改修工事

2）グラウンド整備

教育研究用機器備品

1）各学科の特色を生かしたキャリア教育の一層の推進を図った。

2）言語文化学科独立後の外国語学部既設3学科の活性化を図り、新学科開設
に向けた調査・準備を行った。

 
フレッシュマン・キャリアデザインプログラムの充実および、「教育データベース」の
構築・更新管理を行い学生一人ひとりの修学状況を総合的に把握し、教学目標に
したがって指導を強める情報収集および分析を行った。

平成20年4月開設の新学科「総合政策学科」に関する開設準備を行った。

 日弁連法務研究財団による法科大学院認証評価を受け、「適合」の評価を得た。

1）法科大学院ＧＰ事業である地域の子ども問題に取り組む「地域と子どもリーガル
サービスセンター」の開設及び運営を行った。

2）本学の特色を生かした地域貢献、情報発信基地として「地域総合研究所」
並びに「環境共生研究所」の設立および運営を行った。

1）・外国語学習支援として、ICZ（International Communication Zone）にて、
外国語（独語、英語、仏語、中国語、西語、韓国語）に触れ、外国語への学習
意欲の増進と、各言語圏の文化等への関心を高める多言語多文化コミュニ
ケーション機会の提供を行った。

　・図書館ゾーンにおけるレファレンスカウンター等を増設し、利用者サービスの
機能強化を図った。

　・マルチメディア（ＭＭ）工房の運営、情報機器対応等教育支援の充実を図った。
2）「大学と家庭の心のかけ橋」として、大学と父母を結ぶ多彩な連携事業、後援を
推進する「獨協大学父母の会（仮称）」設立準備を行った。

3）「天野貞祐記念館建設および教育設備の充実募金」の募集を行った。
1）開学後約４０年を経過している教室棟と新教室棟建設計画との調整を図りな
がら、４・5棟の耐震補強工事、法科大学院関連施設の拡張等の改修を行った。

2）グラウンド人工芝敷設、倉庫設置をした。

・天野貞祐記念館に設置する什器・備品を購入した。
・４・５棟耐震補強等改修工事による什器・備品を購入した。
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　本学の部門収支を、学校法人獨協学園の消費収支計算書より報告します。消費収支計算書は当該年度にかかわる経費に絞って
表示するものですが、加えて金銭の移動のない各種の引当金等（退職給与引当金繰入額、減価償却額）を計上し、当該年度の実勢
を示しています。企業会計における損益計算書にほぼ相当します。

【平成19年度決算】
1． 消費収支計算書
＜グラフ1＞　消費収入の各項目が帰属収入合計（107億3,525万円）に
占める割合です。
　大学の収入は、学生生徒納付金と、国･地方公共団体等からの補助金で
全体の約89.0%を占め、収入の大部分が固定化しているのが学校会計の
特殊性です。学生数は、学部生8,887名･大学院生59名･法科大学院生
149名で、9,095名（平成19年5月1日現在）でした。
　収入の主な内訳は以下のとおりです。
　　授業料　62.3億円　  入学金　7.4億円　  施設設備費　15.3億円 
　　手数料　  4.8億円　  補助金　9.6億円（国庫補助金は 9.4億円）
　上記のほかに、天野貞祐記念館建設に関する寄付金7,351万円の収入
がありました。
　基本金に組入れた32億8,094万円の主な内訳は、天野貞祐記念館を
含む建物26億2,482万円、駅前教育施設、東側新教室棟建設に伴う建設
仮勘定7,000万円、構築物（人工芝グラウンド整備含む）3億2,462万円、
教育研究用機器備品1億2,549万円、図書3,601万円、第3号基本金
（奨学基金）1億円です。
＜グラフ2＞　消費支出の各項目が消費支出合計（98億8,665万円）に占
める割合です。
　学校会計における支出の特徴としては、人件費の占める割合が高いこと
があげられますが、教職員数は、前年度に比べて専任教員211名（1名減）、
専任職員158名（1名減）となっています。
　帰属収入に対して消費支出の割合は92.1%、消費収入に対しての消費
収支差額（△24億3,235万円）の割合は、△32.6%となっています。帰属
収入から消費支出を差し引いた帰属収支差額は、8億4,859万円で帰属
収入比7.9%となり、安定した経営状況にあります。

【平成20年度予算】
2． 消費収支予算書
＜グラフ3＞　消費収入の各項目が帰属収入予算額合計（102億5,895万
円）に占める割合です。
　学生生徒納付金については、学生数を9,035名（大学院生･法科大学院
生含めた）と想定して86億6,706万円を見込んでおり、これが帰属収入全体
の84.5%を占めています。手数料は、3億9,150万円、補助金は、6億7,630
万円（国庫補助金は6億7,200万円）を見込んでいます。
＜グラフ4＞　消費支出の各項目が消費支出予算額合計（100億8,341万
円）に占める割合です。
　人件費は、教職員の増減等を考慮して予算を計上しています。教育研究
経費は、｢新学科増設準備、法学部総合政策学科支援、学部活性化事業、
研究所による諸活動、教育･研究支援体制の総合的整備、学生サービスの
質的向上等に対しての予算を重点的に配分する。｣という方針から、前年度
実績より1億942万円増の予算計上をしています。
　基本金組入額としては、駅前教育施設、新図書館自動書庫、奨学基金
等で8億5,249万円を予定しています。
　帰属収入に対して消費支出の割合は98.3%、消費収入に対しての消費
収支差額（△6億7,695万円）の割合は△7.2%となっています。帰属収入
から消費支出を差し引いた帰属収支差額は、1億7,554万円で帰属収入比
1.7%となっています。
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財政開示

●帰属収入　当該年度に純粋に帰属する収入との意味で、資金収支計算書にある他人資金
の借入金や次年度分の授業料等の前受金などは計上されない。

●学生生徒納付金　授業料、入学金、施設設備費、その他の実習費等。
●手数料　入学検定料、証明手数料等。
●補助金　国や地方公共団体等からの補助金収入。
●雑収入　退職金財団からの交付金を含む。
●基本金組入額　学校会計では、帰属収入からまず、学校の基礎となる資産と資金、将来計画
のための資産と資金、基金として継続的に保持する資産、恒常的安定経営のための資金の
4項目について基本金として確保し、残りを消費支出として運営に充てるように規定している。

●消費支出　当該年度において消費される人件費、教育研究経費、管理経費と資金の
移動を伴わない退職給与引当金繰入額、減価償却額等が計上される。 

●人件費　専任の教員、職員、及び非常勤の教員、アルバイト、パートの職員に関わる
給与、賞与、各種手当、並びに健康保険、年金、労働保険などの大学負担分（所定福利
費）と、退職給与引当金繰入額の総額。

●教育研究経費　教育研究に直接要する経費の他、教育研究を補助するための事務費、
学生厚生に要する経費、入学試験の経費、及びこれらの諸活動を行う施設設備を維持
する経費、並びにその施設設備に係わる減価償却額が計上される。

●管理経費　大学を運営する総務、人事、経理及び対外的な広報活動に要する
経費、教育研究に当たらない事業に要する経費、及びこれらの諸活動を行う
施設設備を維持する経費、並びにそれに係わる減価償却額が計上される。

●消費収支差額　帰属収入から基本金組入額を差し引いた消費収入と、消費
支出の合計額の差が消費収支差額である。学校会計では基本金という独自
の考えに基づいて消費収支差額を算出している。

●帰属収支差額　帰属収入から消費支出を差し引いた額。経営状態を判断する
重要な項目。

  主な用語について

学校法人 獨協学園および獨協大学に係わる財政を開示します。

獨協大学 平成19年度決算と20年度予算について

人 件 費
教 育 研 究 経 費
管 理 経 費
法 人 負 担 金
資 産 処 分 差 額
借 入 金 利 息
［ 予 備 費 ］

消費支出の部合計
消 費 収 支 差 額
支 出 の 部 合 計

5,829,772
3,491,916
469,367
95,360
240
0
0

9,886,655
△2,432,350
7,454,305

平成19年度 消費収支計算書（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）
（単位：千円）

学 生 生 徒 納 付 金
補 助 金
（ 国 庫 補 助 金 ）
（地方公共団体補助金）
手 数 料
雑 収 入
資 産 運 用
事 業 収 入
寄 付 金
法 人 負 担 金
資 産 売 却 差 額
帰 属 収 入 合 計
基本金組入額合計
消費収入の部合計
帰 属 収 支 差 額

8,592,052
961,537

（938,837）
（22,700）
478,064
294,280
167,420
131,277
89,679
18,516
2,420

10,735,245
△3,280,940
7,454,305
848,590

支出の部 収入の部

人 件 費
教 育 研 究 経 費
管 理 経 費
資 産 処 分 差 額
法 人 負 担 金
借 入 金 利 息
[ 予 備 費 ]

消費支出の部合計
消 費 収 支 差 額
支 出 の 部 合 計

5,778,533
3,601,334
438,405
139,016
96,120

0
30,000

10,083,408
△676,952
9,406,456

平成20年度 消費収支予算書（平成20年4月1日から平成21年3月31日まで）
（単位：千円）

学 生 生 徒 納 付 金
補 助 金
（ 国 庫 補 助 金 ）
（地方公共団体補助金）
手 数 料
資 産 運 用
事 業 収 入
雑 収 入
寄 付 金
法 人 負 担 金
帰 属 収 入 合 計
基本金組入額合計
消費収入の部合計
帰 属 収 支 差 額

8,667,064
676,300

（672,000）
（4,300）
391,500
172,700
127,100
121,553
51,500
51,231

10,258,948
△852,492
9,406,456
175,540

支出の部 収入の部

帰属収入合計

10,735,245 千円

学生生徒納付金
80.04% 人件費 58.97%

教育研究経費
35.32%

管理経費
4.75%

法人負担金 0.96% 資産処分差額
0.00%

借入金利息
0.00%

［予備費］
0.00%

補助金
8.96%

手数料
4.45%

雑収入 2.74%
資産運用 1.56%
事業収入 1.22% 寄付金 0.84%

法人負担金
0.17%
資産売却差額
0.02%

＜グラフ1＞ 収入の部 ＜グラフ2＞ 支出の部

＜グラフ3＞ 収入の部 ＜グラフ4＞ 支出の部

消費支出合計

9,886,655 千円

帰属収入合計

10,258,948 千円

学生生徒納付金
84.48% 人件費 57.31%

教育研究経費
35.71%

管理経費
4.35%

資産処分差額 1.38% 法人負担金 0.95%
借入金利息
0.00%

［予備費］
0.30%

補助金
6.59%

手数料
3.82%

資産運用 1.68%
事業収入 1.24% 雑収入 1.19%

寄付金
0.50%

法人負担金
0.50%

　平成19年度は獨協大学にとって「新たな知の扉」
を開いた年となりました。
　国際教養学部の開学式を行い、新学部の理念を
伝えました。
　また、「地域総合研究所」「環境共生研究所」の
運営が始まり、本学から社会に向け、知の発信が
スタートしました。法科大学院では、「地域と子ども
リーガルサービスセンター」を設置し、子ども達を取り
巻く問題に取り組む一歩を踏み出しました。
　さらに、昨年、竣工した天野貞祐記念館のICZ
（International Communication Zone）やマルチ
メディア（ＭＭ）工房など自学自習を支援するセルフ
ラーニング施設の充実を図るとともに、グラウンドを
全面人工芝化し、砂塵を防ぐ対策を講じました。

●国際教養学部の開学
●法学部総合政策学科の開設準備
●「地域総合研究所」「環境共生研究所」から“知の情報発信”始まる
●「地域と子どもリーガルサービスセンター」の開設
●天野貞祐記念館内自学自習施設・サービスの充実
●人工芝グラウンド敷設・教室棟耐震工事

平成19年度事業報告
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